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カスタマーハラスメント対応指針 

学校法人 恵泉女学園 

１． 目的と基本方針 

(1) 保護者・地域住民等（以下「保護者等」という）からの意見・苦情等には「傾聴・受容・共

感」を基本として真摯に向き合い、信頼関係を構築することを基本である。一方で、社会通

念上許容される範囲を超えた言動（以下「カスハラ」という）に対しては、教職員の就業環

境および学生・生徒の教育環境を守るため、組織的かつ毅然とした態度で対応する。  

(2) 学園は、カスハラ防止体制の構築、管理職による迅速対応、警察・弁護士等との連携、適切

な事後措置および教職員の安全確保を組織的に推進する。 

 

２． 定義 

(1) 本指針におけるカスハラとは、学校等（※1）において行われる保護者等の言動であって、

教職員（※2）の業務の性質等に照らし社会通念上許容される範囲を超えたものにより、就

業環境が害される行為をいう。  

【該当する言動の例】暴行・傷害、脅迫・侮辱・暴言、不当又は著しい過剰要求、長時間拘

束・不退去、威圧的・執拗な言動等。  

※1 校内、遠征先、家庭訪問先等を含む。 

※2 構内協力会社の職員等を含む。 

(2) 「障害者差別解消法」に基づく合理的配慮の申し出や不当な差別的取扱いの解消要請自体

は、カスハラに該当しない。  

(3) 教職員が保護者等や取引業者に対して行うカスハラ行為も本指針の対象とし、禁止する。  

 

３． 保護者等への対応方法 

(1) 学園はカスハラ対応指針をウェブサイトや保護者会等で周知する。  

(2) 保護者等との対応は学園の電話または面談（事前予約制）を原則とし、個人連絡先でのやり

取りは避ける。  

(3) 電話対応は全件録音し、面談は事前に断ったうえで録音する。面談対応時間は原則 30 分以

内とし、カスハラが懸念される場合は複数人で対応する。  

(4) カスハラに該当・疑われる事案が発生した場合、および対応時間が長時間にわたる場合（目

安：30 分以上）を超える場合は、管理職等（含む学年代表、部長）が対応を引き継ぐ。  

(5)  教職員は対応内容について所定様式で記録を作成し、管理職へ報告・共有する。 

 

４． 悪質事案への対応措置 

(1) 管理職は、カスハラ事案の状況に応じて以下の措置を講じる。 

① 警察通報：暴行、傷害、脅迫、不退去、業務妨害等の犯罪行為が疑われる場合。  

② 弁護士相談・依頼：損害賠償請求・法的措置の示唆、繰り返される不当要求等の場合。 

③ 対外措置：対応者の変更、連絡手段の切り替え（メール・文書化）、立ち入り制限・禁止、

警告文の発出等。 
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５． 外部事業者によるカスハラ 

(1) 教職員が取引業者等からカスハラを受けた場合、管理職に報告し、事実確認のうえ対応変更、

契約見直し・解除、警察・弁護士相談等の措置をとる。 

(2) 他事業主から教職員のカスハラに関する事実確認等の協力要請があった場合、学園は誠実

に応じる。 

 

６． 教職員によるカスハラの禁止と処分 

(1) 教職員は、保護者等や外部事業者に対しカスハラ行為を行ってはならない。  

(2) 教職員によるカスハラが認められた場合、弁明の機会を付与したうえで、就業規則に基づき

指導、配置転換、または懲戒処分を行う。 

 

７． 体制および教職員の保護 

(1) 学園はカスハラに関する相談窓口を設置し、必要に応じて弁護士・産業医等と連携する。 

(2) 事案の検証、対応方針の決定、および再発防止策の策定を行う必要が生じた場合は「カスタ

マーハラスメント対応委員会」を設置し、組織的に対応する。 

 

８． 心身のケア・不利益取扱いの禁止・秘密保持 

(1) 学園は、カスハラにより不調が生じた教職員に対し、業務軽減、休暇促進、産業医・専門機

関への連携等の支援を行う。  

(2) カスハラの相談・報告、調査への協力、心身の不調を申し出たことを理由として、教職員に

対し解雇その他の不利益な取扱いをしてはならない。 

(3) 事案に関与する関係者は、対応上取得した個人情報や事案内容等の機微情報について、本人

の同意なく第三者に漏洩してはならない（職を辞した後も同様）。 

 

９． 指針の改定・施行 

(1) 本指針は法令改正や社会情勢の変化に応じて適宜見直しを行う。  

(2) 本指針は、2026 年 10 月 1 日から実施する。 

 

 

 


